
令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1
こども若者
政策課

こども若者育成
支援事業費

ユースミートアップく
さつ推進事業

　「若者の交流が進み、社会で得意
なことが活かせている」、「若者が
活躍することで、こどもが未来に
夢や希望がもてる」、「結婚する人
も増え、全世代が幸福になり、こ
のまちで、こどもを生み育て、ずっ
と暮らしたくなる」などを目指した
政策提案を受けて、若者の居場
所・交流事業を試行します。
　令和８年度は、（一社）UDCみな
くさやキラリエ草津、フェリエ南草
津等とも連携しながら、若者の交
流、活躍に向けた「居場所づくり
コーディネーター」を配置し、先進
事例の調査研究、主に高校生や大
学生、２０代、３０代の若者が交流
できる居場所事業を試行するとと
もに、交流・チャレンジ企画や、若
者を支援するユースワーカーの養
成講座等を実施します。

・令和８年度
　「居場所づくりコーディネー
ター」を配置
　　　先進事例の調査研究
　　　若者が交流できる居場所
　　　交流・チャレンジ企画
　　　ユースワーカーの養成講座
・令和９年度　➡　継続して上記事
業を実施

4,400 1,100 0 0 4,400 2,200 1,100 0 0 1,100 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

2
こども若者
政策課

こども若者育成
支援事業費

若者に選ばれるまち
プロモーション事業

　「働く」「つながる」「住む」「楽し
む」といった、若者に響く施策の見
える化や、若者に向けたプロモー
ションを行うことで、若者施策の
相互連携を促し、「こども・若者ま
んなか社会」として、
①若者のエンパワーメントや社会
参画を進め、若者にとってのウェ
ルビーイングの醸成や社会の担い
手人材としての育成に資するとと
もに、
②若者に選ばれるまち草津を広く
ＰＲし、交流人口・関係人口の増加
や、若者の移住・定住にも繋げる
ことを目指します。

令和8年度
　プロポーザル方式、指名競争入
札等により事業者決定
　若者クリエイターで創る草津市
発信部設立
　動画制作活動
　WEBサイト構築
　ショート動画・短編動画公表

0 0 0 0 5,002 0 0 0 0 5,002 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

3
こども若者
政策課

児童健全育成事
業

のびっ子老上（仮設校
舎）拡大事業

　老上小学校区においては、大規
模開発の影響により、児童数が著
しく増加し、小学校においても仮
設校舎により対応している。
　児童育成クラブにおいても、ここ
数年で何か所も民設児童育成クラ
ブを開設してきたが、児童増加が
大きく、小規模の園を複数開設す
る方法では、入所調整が困難で、
低学年が公設児童育成クラブに入
所できなくなってきていること
や、開始時のコストを効率化でき
ることを踏まえて、老上小学校仮
設校舎に、のびっ子老上を拡大す
る形で定員拡大を図る。

令和8年度
　事業者との調整
　↓
　9月補正予算　債務負担行為設
定
　↓
　基本協定の変更
令和9年度
　4月　 拡大部分　運営開始・年度
協定締結

1,000 0 0 0 1,000 333 333 0 0 334 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

4
こども若者
政策課

児童健全育成事
業

児童育成クラブ障害
児加算について

　児童育成クラブについては、保
護者が就労等により、昼間家庭に
いない児童を対象に、遊びと生活
の場を提供し、健全な育成を図っ
ています。また、障害を有する児
童等に合わせた加配職員の配置
行うことで、より安心して過ごす
ことのできる場を提供します。

　今回、調整会議における加配職
員配置結果に基づき、公設・民設
で、予算の精査を行い、予算内示
額を修正するものです。

＜公設児童育成クラブ＞
４月
　指定管理にかかる年度協定締結
　指定管理料支払い（上期）
１０月
　指定管理料支払い（下期）

＜民設児童育成クラブ＞
４月
　補助金の交付申請手続き
　補助金支払い（上期）
１０月
　補助金支払い（下期）

245,376 139,728 245,376 139,728 △47,059 △9,672 △9,672 0 0 △27,715 △47,058 △9,672 △9,672 0 0 △27,714

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

5
こども家庭
若者課

子育て支援事業
費

草津っ子サポート事
業費（拡大分）

【令和7年度事業】
　家事、育児に負担と不安が生じ
る時期における子育ての安定化
を図り、誰もが安心してこどもを
産み育てることのできる環境づく
りを促進するため、１歳未満の子
がいる家庭に対し家事、育児の
ホームヘルパーを派遣します。
【令和８年度以降拡大】
　対象年齢を１歳未満から３歳未
満までに、利用可能時間を６時間
／１年から１０時間／３年へ拡大

令和8年２月　事業所募集
令和8年3月　要綱改正
令和8年4月　事業開始
　　　　　　　　　拡大対象者への
　　　　　　　　　利用券の追加送付

3,038 2,576 1,187 989 1,851 0 0 0 264 1,587 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳



令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

6
こども家庭
若者課

こども若者育成
支援事業費

ヤングケアラ－ヘル
パー派遣事業

　ヤングケアラーは、健やかな成長
と発達および自立に向けた必要
な時間を家族の介護その他の日
常生活上の世話に奪われたりする
など、社会生活を円滑に営む上で
困難な状態にあります。ケースの
状況によっては、ケア負担を軽減
する対応が必要となってきます
が、既存制度では対応できないこ
とがあります。よって、相談支援や
関係機関による見守り等を通じ
て、ヤングケアラーやその家族に
寄り添うとともに、既存制度の狭
間のケースに対応できるセーフ
ティーネットの事業として、ヘル
パー派遣事業を行います。

令和8年4月～
　　　　　ヘルパー派遣事業実施

864 288 0 0 864 288 288 0 0 288 864 288 288 0 0 288

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

7
こども家庭
若者課

母子・父子福祉
対策費

（債務負担）こどもの
居場所づくり事業

　こどもが抱える課題に対応する
ため、ひとり親家庭および生活困
窮世帯や不登校、学校に行きにく
い中学生および小学生（小学校
５、６年生）を対象に、こどもの悩
みに寄り添いながら、基本的な生
活習慣の習得支援、学習支援、食
事の提供を行う、家庭や学校とは
異なる「第３の居場所」を市内２か
所提供することで貧困の連鎖を防
止するとともに、こどもの自己肯
定感を高め、将来の自立に向けた
社会性を育むものです。
　令和7年3月策定の「こども・若
者計画」の重点的な取組として「こ
ども・若者の居場所づくり」を位置
づけており、中学生を対象とする
当該事業の強化としてすべてのこ
ども・若者が安全で安心して過ご
せる居場所を持ちながら、社会と
の関係性を作る場として小学生を
受け入れていきます。

令和8年10月　プロポーザル準備
行為
令和９年１月　　プロポーザル実施
委託事業所決定
令和9年４月　　契約締結
令和9年4月～令和10年3月（委
託１年目）
令和10年4月～令和11年3月（委
託２年目）
令和11年4月～令和12年3月（委
託３年目）

23,473 11,161 0 0 14,156 10,612 0 0 0 3,544 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

8
子育て相談
センター

総合相談事業
費・乳幼児健診
費

電子版母子手帳導入
費、乳幼児健診質問
票DX費

　こども家庭庁より、自治体・医療
機関の事務負担の軽減、母子保健
情報の利活用を目指す目標が設
定され、令和8年度以降に電子版
母子手帳の普及につなげることが
検討されています。
　当市においてもデジタル活用に
より保護者の負担軽減と利便性
の向上、本市の業務効率化を図り
ます。

令和8年4月　契約締結、周知準
備、乳幼児健診質問票の作成開始
令和８年７月　医療機関への周知、
妊娠届の変更、システム改修
令和8年8月　電子母子手帳アプ
リ導入準備開始
令和8年10月　供用開始
令和8年１１月～１２月　乳幼児健
診の広報周知、医師会、歯科医師
会への説明、 乳幼児健診従事者
への操作説明
令和9年１月　乳幼児健診の質問
票デジタル化開始（１０か月児健
診、１歳６か月児健診、２歳6か月
児健診、３歳6か月児健診）

8,044 4,022 0 0 9,647 4,823 0 0 0 4,824 9,647 4,823 0 0 0 4,824

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

9
子育て相談
センター

子育て支援セン
ター運営費

子育て応援サイト構
築・運用保守業務

〇未就学児と小学生の兄弟がい
る世帯が出かけるきっかけとなる
〇出生から小学校卒業までの幅
広い情報が得られ、保護者の閲覧
期間が長くなる。
〇地域の居場所や各種イベントを
掲載することは、行動範囲が比較
的広くない小学生にとって貴重な
情報源になる

●子育て応援サイト
・～R9.2　ぽかぽかタウンのサイ
トリニューアル
・R9.3～ぽかぽかタウン掲載のイ
ベント企画者への案内と登録勧奨

3,137 3,137 3,119 3,119 18 0 0 0 0 18 0 0 0 0 0 0
部長間調整によ
り、措置しませんで
した。

10
子育て相談
センター

子育て支援セン
ター運営費

地域子育てセンター
移転整備費補助金

　地域子育て支援センター専用室
を設けて、安定的に運営を行うこ
とで、現行園舎開放が週3日（園
庭開放は週6日）のところ、週４か
ら5日に拡大できることから、天
候などに関係なく親子の居場所を
拡大提供します。

令和8年度　建設工事
令和9年4月　供用開始

13,059 4,353 0 0 13,059 8,706 0 0 0 4,353 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。



令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

11
子育て相談
センター

母子保健衛生費
産後ケア事業 宿泊
サービス（拡大分）

　母子に対して、母親の身体的回
復と心理的な安定を促進するとと
もに、母親自身がセルフケア能力
を育み、母子の愛着形成を促し、
母子とその家族が健やかな育児
ができるよう支援することを目的
とします。
　委託料を引き上げることで、課
題となっていた産後ケア事業の実
施施設不足の解消等を図ります。

令和８年度から産後ケア事業実施
施設への宿泊サービスの委託料
を41,500円に増額
それに伴い、同年に利用者負担額
を8,300円に増額

34,627 11,940 32,672 12,025 1,955 1,266 383 0 391 △85 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

12
子育て相談
センター

乳児等通園支援
事業費

地域子育て支援拠点
乳児等通園支援事業

　全てのこどもの育ちを応援し、
全ての子育て家庭に対する支援
を強化することは極めて重要であ
り、社会の様々な人が関わり、社
会全体で子育てを支えることが求
められ、こども誰でも通園制度
は、こどもの成長の観点から、「全
てのこどもの育ちを応援し、こど
もの良質な成育環境を整備する」
ことを目的としています。
　本市においても、この趣旨に照
らし、子育て相談センターで所管
する「ぽかぽかタウン」おいて令和
８年度から実施するものです。

0歳および1歳を対象に、令和8年
4月1日から事業実施

10,028 4,561 0 0 7,718 4,818 803 0 1,209 888 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

13
発達支援セ
ンター

障害児対策費
インクルーシブ上映会
委託料

　令和７年３月に策定した「草津市
こども・若者計画」において、重点
的な取組のひとつとして、こども・
若者の居場所づくりの推進を位置
づけています。その観点におい
て、様々な学び、多様な経験、外遊
び等に接する機会の提供により、
社会で生き抜く力を得るための糧
となる居場所づくりも進めていま
す。
　発達に支援が必要なこどもや医
療的ケアが必要なこどもに、多様
な体験を提供し（居場所）、地域の
中で、インクルーシブの考えのも
と、交流やネットワーク活動等を
生み出し、保護者同士も出会いを
通し、支え合う関係を築くきっか
けとするため、事業を実施いたし
ます。

・本人や保護者のニーズ把握
・運営スタッフやボランティアの確
保

300 300 0 0 330 0 0 0 0 330 330 0 0 0 0 330

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

14
発達支援セ
ンター

障害児対策費
学齢期の相談業務
（教員OB）

　近年、中学校特別支援学級に在
籍する生徒の高校進学ケースが増
加しており、義務教育終了後も切
れ目のない支援が求められていま
す。また、発達支援センターが児童
福祉法の児童発達支援センターの
指定を受けており、令和６年度か
ら機能を強化するよう求められて
います。さらに保護者会や校長会
から、学齢期の相談体制の充実を
求める声を聞いています。
　近隣他市（栗東市、守山市、湖南
市）では、発達支援センターを中心
に高校へ訪問しながら義務教育終
了後も切れ目のない支援体制を
構築しています。
　上記の社会情勢や先行他市の状
況から、本市においても高校生へ
の支援体制の充実が急務となっ
ており、新たに会計年度任用職員
を増員することで、こども若者の
支援の強化を図ります。

・年度末～年度初めに高校への引
継ぎや支援を見据えて中３生の在
籍校と連携、保護者懇談
・高校生の保護者へ相談ニーズや
学校訪問について連絡。高校連携
（参観や懇談）
・高校や保護者、本人からの依頼
に応じ、相談支援実施

4,191 4,191 0 0 4,191 0 0 0 0 4,191 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

15
発達支援セ
ンター

障害児対策費 寄附金

　草津市の小児の発達障害・発達
支援の医療体制を充実させ、安全
で安心な医療の提供と地域住民
の福祉の増進を図るため、滋賀医
科大学からの派遣医師等を確保し
ながら、下記の事業を実施しま
す。
　発達障害者等に対する、医療相
談（月４回）、滋賀医科大学での診
療枠（月４回）、市民への啓発研修
（年１回）、特別支援処遇委員会等
の会議への参画（年６回以上）

・令和８年度は各事業の内、滋賀
医科大学からの派遣医師が担当
する分については報償費で支払う
予定
・９年度以降は滋賀医科大学へ事
業委託する方向で８年度中に協議
予定

5,730 5,730 0 0 5,000 0 0 0 0 5,000 5,000 0 0 0 0 5,000

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。



令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

16
発達支援セ
ンター

乳児等通園支援
事業費

乳児等通園支援事業
費

　子ども・子育て支援法に基づき、
市町村が支給する乳児等のため
の支援給付の支給に要する費用
を負担することにより、全てのこ
どもの育ちを応援し、こどもの良
質な成育環境を整備するととも
に、全ての子育て家庭に対して、
多様な働き方やライフスタイルに
かかわらない形での支援を強化す
ることを目的に行います。

・毎週月曜日と金曜日の療育が終
了した後、14時30分から16時
30分までの2時間に0歳児から1
歳児までの4名を受け入れ

1,435 184 0 0 1,333 1,062 172 0 266 △167 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

17 幼児課
乳児等通園支援
事業費

公立認定こども園乳
児等通園支援事業費

　公立認定こども園において実施
する、乳児等通園支援事業に必要
な保育士等（会計年度任用職員）
の配置を行うことにより、安定し
た保育を行う。

令和８年４月から実施予定 9,698 3,066 0 0 7,357 6,277 1,046 0 1,732 △1,698 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

18 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

乳児睡眠AI監視シス
テム

　保育士の行う午睡中のうつぶせ
寝によるこどもの窒息や乳幼児突
然死症候群【SIDS】の発生防止を
補助するとともに、０～２歳の午
睡中による寝返り等の情報をクラ
ウド上に記録し、自動記録するこ
とで、保育士の精神的、肉体的な
負担を軽減する。

【令和８年】
２～4月:導入方針の最終整理、モ
デル園候補の絞り込み、園との事
前協議開始
５～６月:仕様書作成、入札準備、
モデル園の最終決定
７月:入札期間、公告、質問受付、
入札、契約締結
10～12月:試行運用
【令和９年】
1～3月:運用継続（データ蓄積、中
間確認）
4～5月:本格的な効果検証、効果
検証報告書の取りまとめ
6月:導入展開可否の判断（重マネ
に合わせて）、 令和９年度財運重
マネへの反映

682 341 0 0 682 0 341 0 0 341 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

19 幼児課
保育所・認定こ
ども園給食事業
費

給食賄材料費（物価
高騰対策含む）

　給食にかかる賄材料費の高騰が
続いていることから、現在の状況
に合う適正な賄材料費を試算し、
必要な予算の確保を行います。こ
れにより、こどもの給食の質を確
保し、安定的な提供に繋げます。

【令和７年度】
保育料と併せて手数料の見直しの
検討を実施
【令和８年度】
６月議会　上程　職員給食費改正
改定・手数料見直しによる規則改
正、保護者通知
【令和９年度】
給食費徴収

76,147 31,458 60,761 60,761 10,167 0 0 0 2,509 7,658 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

20 幼児課
幼稚園型認定こ
ども園給食費
主食費・副食費

給食費無償化事業

　令和８年４月から、国の経済対策
の一環として、小学校給食の無償
化が検討されており、それにあわ
せて草津市独自で、子育て世帯の
負担軽減を目的に、３～５歳児の
給食費を無償化するもの。副次的
な目的として、将来を見越した少
子化対策を位置づける。

令和８年４月から実施予定 0 0 0 0 0 0 0 0 △22,196 22,196 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

21 幼児課
保育所等給食費
主食費・副食費

給食費無償化事業

　令和８年４月から、国の経済対策
の一環として、小学校給食の無償
化が検討されており、それにあわ
せて草津市独自で、子育て世帯の
負担軽減を目的に、３～５歳児の
給食費を無償化するもの。副次的
な目的として、将来を見越した少
子化対策を位置づける。

令和８年４月から実施予定 0 0 0 0 0 0 0 0 △22,547 22,547 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

22 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

保育士確保対策事業
（特設WEBサイトおよ
び誘因動画）

　保育士志望者や潜在保育士に対
し、本市の保育現場の雰囲気や支
援制度、働きやすさをわかりやす
く伝え、就職先の選択しとして認
識してもらうことを目的とする。
既存の紙チラシや紙面掲載に加
え、動画により関心をさらに喚起
し、特設サイトで情報を集約・整理
することで、理解促進と問い合わ
せにつなげ、保育士確保施策の効
果を高める。

【動画・特設サイト】
４月下旬　契約
５月下旬　動画・特設サイト共用開
始
随時　更新

0 0 0 0 8,800 0 4,400 0 0 4,400 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。



令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

23 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

年度当初欠員補充保
育士（7.75H）

　安心して子どもを預けることが
出来る体制を整備するとともに、
保育士の負担軽減を行い、保育の
質の向上を目指します。

令和７年12月　　随時募集中
令和８年4月〜　　任用

372,557 372,557 306,130 306,130 66,427 0 0 0 0 66,427 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

24 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

年度当初欠員補充保
育士（7.75H）

　安心して子どもを預けることが
出来る体制を整備するとともに、
保育士の負担軽減を行い、保育の
質の向上を目指します。

令和７年12月　　随時募集中
令和８年4月〜　　任用

156,784 156,784 141,470 141,470 15,314 0 0 0 0 15,314 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

25 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

特別支援教育支援員

　安心して子どもを預けることが
出来る体制を整備するとともに、
保育士の負担軽減を行い、保育の
質の向上を目指します。

令和8年2月　　求人
令和8年4月〜　任用

6,843 6,843 2,870 2,870 3,973 0 0 0 0 3,973 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

26 幼児課
保育所・認定こ
ども園運営費

保育事務支援員

　安心して子どもを預けることが
出来る体制を整備するとともに、
保育士の負担軽減を行い、保育の
質の向上を目指します。

令和8年2月　　求人
令和8年4月〜　任用

8,539 8,539 3,692 3,692 4,847 0 0 0 0 4,847 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

27 幼児施設課
民間認定こども
園運営費

民間保育所等施設整
備費補助金

　保育需要の動向を見極め、適切
な量の施設定員を確保するため、
社会福祉法人等が実施する施設
整備事業に支援を行います。

令和８年２月　就学前教育・保育施
設整備交付金　事前協議
令和８年４月　交付金内示
令和８年６月　交付金交付申請
令和８年9月～令和９年2月　分園
本体工事着工（６ヶ月）
令和９年４月　開園

319,373 15,341 156,274 7,508 186,090 141,783 0 35,400 0 8,907 186,090 141,783 0 35,400 0 8,907

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

28 幼児施設課
乳児等通園支援
事業費

他自治体広域利用事
業費

　全てのこどもの育ちを支援する
とともに、保護者の多様な働き方
やライフスタイルにかかわらない
形での支援を強化することを目的
に、新たな通園制度として令和８
年度からすべての自治体で子ど
も・子育て支援法に基づく新たな
給付制度として実施するもので
す。

令和８年４月から実施予定 128 16 0 0 176 131 21 0 0 24 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

29 幼児施設課
乳児等通園支援
事業費

民間乳児等通園支援
事業費

　全てのこどもの育ちを支援する
とともに、保護者の多様な働き方
やライフスタイルにかかわらない
形での支援を強化することを目的
に、新たな通園制度として令和８
年度からすべての自治体で子ど
も・子育て支援法に基づく新たな
給付制度として実施するもので
す。

令和８年４月から実施予定 926 211 0 0 358 255 26 0 0 77 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

30 幼児施設課
民間保育所運営
費

給食費無償化事業

　令和８年４月から、国の経済対策
の一環として、小学校給食の無償
化が検討されており、それにあわ
せて草津市独自で、子育て世帯の
負担軽減を目的に、３～５歳児の
給食費を無償化するものです。副
次的な目的として、将来を見越し
た少子化対策を位置づけます。

令和８年４月から実施予定 0 0 0 0 41,927 0 0 0 0 41,927 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

31 幼児施設課
民間認定こども
園運営費

給食費無償化事業

　令和８年４月から、国の経済対策
の一環として、小学校給食の無償
化が検討されており、それにあわ
せて草津市独自で、子育て世帯の
負担軽減を目的に、３～５歳児の
給食費を無償化するものです。副
次的な目的として、将来を見越し
た少子化対策を位置づけます。

令和８年４月から実施予定 0 0 0 0 106,975 0 0 0 0 106,975 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。



令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

32 幼児施設課
民間幼稚園・認
定こども園運営
費

給食費無償化事業

　令和８年４月から、国の経済対策
の一環として、小学校給食の無償
化が検討されており、それにあわ
せて草津市独自で、子育て世帯の
負担軽減を目的に、３～５歳児の
給食費を無償化するものです。副
次的な目的として、将来を見越し
た少子化対策を位置づけます。

令和８年４月から実施予定 0 0 0 0 12,582 0 0 0 0 12,582 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

33 幼児施設課
民間保育所運営
費

保育所等食材料費価
格高騰対策支援補助
金

　給食にかかる食材料費の高騰が
続いていることから、県補助事業
を活用し、物価高騰にかかる材料
費を支援することで、給食を安定
的に供給し給食の質を保持すると
ともに、物価高騰による給食費の
増額分に関して保護者負担を軽減
し、子育て世帯への支援を行いま
す。

民間保育所等に対して食材料費に
係る物価高騰支援を実施します。

0 0 0 0 23,341 0 11,670 0 0 11,671 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

34 幼児施設課
民間認定こども
園運営費

保育所等食材料費価
格高騰対策支援補助
金

　給食にかかる食材料費の高騰が
続いていることから、県補助事業
を活用し、物価高騰にかかる材料
費を支援することで、給食を安定
的に供給し給食の質を保持すると
ともに、物価高騰による給食費の
増額分に関して保護者負担を軽減
し、子育て世帯への支援を行いま
す。

民間保育所等に対して食材料費に
係る物価高騰支援を実施します。

0 0 0 0 55,707 0 27,853 0 0 27,854 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

35 幼児施設課
地域型保育事業
費

保育所等食材料費価
格高騰対策支援補助
金

　給食にかかる食材料費の高騰が
続いていることから、県補助事業
を活用し、物価高騰にかかる材料
費を支援することで、給食を安定
的に供給し給食の質を保持すると
ともに、物価高騰による給食費の
増額分に関して保護者負担を軽減
し、子育て世帯への支援を行いま
す。

民間保育所等に対して食材料費に
係る物価高騰支援を実施します。

0 0 0 0 8,962 0 4,481 0 0 4,481 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

36 幼児施設課
民間幼稚園・認
定こども園運営
費

保育所等食材料費価
格高騰対策支援補助
金

　給食にかかる食材料費の高騰が
続いていることから、県補助事業
を活用し、物価高騰にかかる材料
費を支援することで、給食を安定
的に供給し給食の質を保持すると
ともに、物価高騰による給食費の
増額分に関して保護者負担を軽減
し、子育て世帯への支援を行いま
す。

民間保育所等に対して食材料費に
係る物価高騰支援を実施します。

0 0 0 0 3,276 0 1,638 0 0 1,638 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を
要するため、市長
査定としました。

37 幼児施設課
民間保育所運営
費

民間保育所運営費

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現しま
す。

令和8年４月～３月
各月毎に民間保育施設等に支給
する運営費(委託費)に反映

1,499,395 294,466 1,499,395 294,466 57,978 32,954 12,512 0 0 12,512 57,978 32,954 12,512 0 0 12,512

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

38 幼児施設課
民間認定こども
園運営費

幼保連携型・保育所
型認定こども園運営
費

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現しま
す。

令和8年４月～３月
各月毎に民間保育施設等に支給
する運営費(施設型給付費)に反
映

3,117,943 844,153 3,117,943 844,153 148,641 79,674 34,484 0 0 34,483 148,641 79,674 34,484 0 0 34,483

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。



令和８年度当初予算　復活見積調書（部長）　 こども若者 部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

内示額
復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

39 幼児施設課
地域型保育事業
費

家庭的保育施設運営
費
小規模保育事業所施
設型給付費

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現しま
す。

令和8年４月～３月
各月毎に民間保育施設等に支給
する運営費(施設型給付費)に反
映

1,096,748 266,491 1,096,748 266,491 44,304 26,583 8,861 0 0 8,860 44,304 26,583 8,861 0 0 8,860

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

40 幼児施設課
他自治体広域入
所事業費

他市町保育所等広域
運営費

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現しま
す。

令和8年４月～３月
各月毎に民間保育施設等に支給
する運営費(施設型給付費)に反
映

70,847 24,316 57,479 18,684 2,304 1,211 459 0 0 634 2,304 1,211 459 0 0 634

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

41 幼児施設課
他自治体広域入
所事業費

他市町幼稚園等広域
運営費

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現しま
す。

令和8年４月～３月
各月毎に民間保育施設等に支給
する運営費(施設型給付費)に反
映

6,971 3,440 6,971 3,440 297 100 50 0 0 147 297 100 50 0 0 147

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

42 幼児施設課
民間幼稚園・認
定こども園運営
費

幼稚園・幼稚園型認
定こども園運営費

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現しま
す。

令和8年４月～３月
各月毎に民間保育施設等に支給
する運営費(施設型給付費)に反
映

268,578 80,672 268,578 80,672 12,120 4,547 3,786 0 0 3,787 12,120 4,547 3,786 0 0 3,787

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

43 幼児施設課
民間保育所運営
費

私立認可保育所等運
営補助金（①保育費）

　運営費の加算分として、保育の
充実と児童福祉の増進を図るた
め、市単の補助を行うものです。

【令和8年度】
12月頃　交付要綱改正
  2月頃　交付決定
　３月頃　変更交付決定
　　　　　　補助金の交付

47,444 47,444 47,444 47,444 2,288 0 0 0 0 2,288 2,288 0 0 0 0 2,288

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

44 幼児施設課
民間認定こども
園運営費

私立認可保育所等運
営補助金（①保育費）

　運営費の加算分として、保育の
充実と児童福祉の増進を図るた
め、市単の補助を行うものです。

【令和8年度】
12月頃　交付要綱改正
  2月頃　交付決定
　３月頃　変更交付決定
　　　　　　補助金の交付

89,748 89,748 89,748 89,748 4,449 0 0 0 0 4,449 4,449 0 0 0 0 4,449

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

45 幼児施設課
民間保育所運営
費

草津市保育士等処遇
改善費補助金

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現できま
す。

【令和8年度】
　９月頃　交付要綱改正
１１月頃　交付決定
１２月頃　補助金の交付

27,275 27,275 27,275 27,275 1,085 0 0 0 0 1,085 1,085 0 0 0 0 1,085

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

46 幼児施設課
民間認定こども
園運営費

草津市保育士等処遇
改善費補助金

　令和7年人事院勧告を踏まえた
対応を実施することで、保育士等
のさらなる処遇改善を実現できま
す。

【令和8年度】
　９月頃　交付要綱改正
１１月頃　交付決定
１２月頃　補助金の交付

62,415 62,415 62,415 62,415 3,219 0 0 0 0 3,219 3,219 0 0 0 0 3,219

部長間調整によ
り、事業内容を確
認し、必要額を措
置しました。

部合計 7,597,743 2,528,847 7,227,547 2,413,080 857,111 317,951 105,035 35,400 △38,372 437,097 431,558 282,291 50,768 35,400 0 63,099


